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「令和５年度第３次産業活動指数の2020年基準改定に係る課題検討に関する調査研究」 

を踏まえた検討結果 

 

１．調査研究の概要 

（１）調査研究の目的 

第３次産業活動指数は、個別業種のサービスの生産活動を表す指数系列を、基準年の産業

連関表による付加価値額をウェイトにして統合した指標であるが、ウェイトを基準年に固定

しているため、基準年から遠ざかると産業構造の変化などにより実際の生産活動の成長度合

いと指数の大きさ・動きとの間に乖離が生じる。このため、指数精度の維持向上のため、５

年ごとに新しい基準年の情報を基に改定作業が行われている。 

2020年基準改定では、ウェイト、採用品目、季節調整方法などの見直しが行われるが、次

回の基準となる 2020年は新型コロナウイルス感染症拡大（以下、「感染症拡大」という）に

より多くの業種に影響が生じた年であるため、第３次産業活動の動向を的確に反映した指数

を作成するためのウェイトの考え方や作成方法などの様々な課題について、所要の検討を行

うことが必要である。 

そこで、2020年基準改定作業が、ウェイトとして用いている 2020年産業連関表などが利

用可能となる 2024年度以降に実施されることから、改定作業に先立ち、2023年度に基準改

定の課題に関する所要の検討を実施した。 

 

（２）調査研究の内容 

①2020年基準におけるウェイト及び基準数量に関する検討 

ⅰ）2020年の産業構造のひずみ等の確認 

2015 年産業連関表、延長産業連関表、経済センサス-活動調査を用い、2019 年から 2020

年にかけて、感染拡大によって著しい影響を受けた産業を確認する。 

 

ⅱ）2020年基準におけるウェイトの考え方、作成方法等の検討 

感染症拡大の影響を受けている産業を考慮し、「2020年単年」、「2019 年単年」、「2019-2020

年平均」、「2018-2020年平均」の４パターンの方法でウェイト算出を実行した上で、適切な

算出期間に関する検討を行う。 
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ⅲ）2020年基準における基準数量の作成方法の検証・検討 

ウェイトの試算を行う４パターンの算出期間に応じて基準数量を合わせて試算し、ウェイ

トと基準数量を用いた原指数を算出した上で、感染症拡大の影響を考慮したウェイト及び基

準数量の適切な算出方法に関する検討を行う。 

 

②季節調整方法の検討 

ⅰ）季節調整の計算に使用するデータ期間の検討 

季節調整を行う際には、過去の時系列データから計算された季節的な変動パターンを基に

季節調整を行うことになるが、元となる過去の時系列データの長さや期間によって、異常値

や計算される季節的な変動パターンが異なる可能性がある。 

2015年基準では X-12-ARIMAによる季節調整の期間を 10年間としてきたところであるが、

閏年や新型コロナなどの影響を考慮して、12年間とすることについて検討する。 

 

ⅱ）季節調整スペック決定方法の検討及びスペック検討範囲の検討 

他統計における季節調整方法なども踏まえ、スペックの検討対象の絞り込みに関する検討

を行う。 

検討対象となったスペックを用いて、各系列に対する季節調整を実行し、効果的かつ効率

的なスペックの選定方法に関する検討を行う。 

 

なお、①及び②に関する検討事項については、学識経験者の助言を踏まえながら検討を行

った。 

 

２．検討内容及び検討結果 

① 2020年基準におけるウェイト及び基準数量に関する検討 

ⅰ）2020年の産業構造のひずみ等の確認 

（検討内容） 

既存資料等において、感染症拡大により大きな影響を受けたとされている産業について、

産業連関表（2015年産業連関表及び延長産業連関表）の、国内生産額及び付加価値額を経済

センサス-活動調査の 3.5分類に組み換えて集計した結果を用い、2020年における変化の状

況を整理した。 
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図１ 作業概要 

 

 

（検討結果） 

多くの産業において 2015年から 2019年までの変化傾向と比較し、2019年から 2020年に

かけてそれを超える大きな変化が生じていることが確認できた。 

ただし、感染症拡大によりプラスの影響が出ているとされている産業に関しては、多くの

産業で 2019年から 2020年にかけて大幅なプラスとなっていることが確認できたが、逆にマ

イナスとなっている産業も見受けられた。これは、産業連関表の部門分類を経済センサス-

活動調査の 3.5 分類に組み替える際の按分処理が適切に行えていないことが影響している

と考えられる。この点については、実際の 2020 年基準改定に際しては、何らかの対策を講

じるなど運用面で留意する必要がある。 

以上の結果により、2020年の産業別付加価値額構成比は、一部の産業において、感染症拡

大の影響を大きく受けていたことから、その影響が緩和した後の産業構造とは異なっている

と考えられ、2020年基準改定に際しては、適切な対応が必要であると考えられる。 
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図２ 感染症拡大によりマイナスの影響が出ているとされている産業における 

国内生産額、付加価値額の変化 

 

図３ 感染症拡大によりプラスの影響が出ているとされている産業における 

国内生産額、付加価値額の変化 

2020
2015-2019

平均

経済センサス

2015-2020
2020

2015-2019

平均

経済センサス

2015-2020

通信業 371 固定電気通信業 -6.0% 3.6% 11.8% 1.7% 1.5% 53.1%

372 移動電気通信業 6.7% 1.4% 12.7% 6.6% -0.2% -4.0%

373 電気通信に附帯するサービス業 -1.5% 2.0% 43.4% -3.3% 1.0% 20.3%

水運業 451 外航海運業 -10.3% -2.1% -42.0% 37.2% 15.4% -53.6%

452 沿海海運業 -14.0% 0.4% 13.9% 8.3% 2.1% -10.9%

453 内陸水運業 -58.8% 0.4% -45.4% -75.8% 2.1% -80.1%

454 船舶貸渡業 62.7% -1.2% 32.0% 143.3% 24.7% -34.2%

倉庫業 471 倉庫業（冷蔵倉庫業を除く） 3.5% 2.3% 26.0% -1.2% 1.6% 17.0%

不動産取引業 681 建物売買業，土地売買業 15.0% 2.2% 49.2% 24.4% 2.1% 66.7%

682 不動産代理業・仲介業 -16.8% 2.2% 8.0% -19.4% 2.1% 8.0%

不動産賃貸業・管理業 691 不動産賃貸業（貸家業，貸間業を除く） -0.1% 2.9% 49.4% 0.2% 2.9% 62.3%

692 貸家業，貸間業 -0.8% -0.9% 43.7% -2.7% -1.2% 38.7%

693 駐車場業 -15.0% 2.4% 10.9% 19.6% 2.2% 20.4%

694 不動産管理業 -14.4% 2.2% 11.0% -14.1% 2.1% 15.1%

職業紹介・労働者派遣業 911 職業紹介業 15.0% 2.0% 20.1% -2.5% 2.0% 8.0%

912 労働者派遣業 1.1% 7.5% 52.9% 1.0% 7.3% 64.5%

国内生産額 付加価値額
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ⅱ）2020年基準におけるウェイトの考え方、作成方法等 

（検討内容） 

産業連関表の付加価値額を経済センサス-活動調査の 3.5 分類別に整理した結果に対し、

第３次産業活動指数・末端系列単位に組み換え集計した上で、その付加価値額構成比を用い

たウェイト設定を行った。 

これに加え、第３次産業活動指数の原指数と 2015 年基準ウェイトとを用いて、産業構造

の変化が第３次産業活動指数の原指数の変化と同じであると仮定した場合の各年のウェイ

ト試算も併せて行った。 

 

（検討結果） 

a)産業連関表と経済センサス-活動調査を用いたウェイトの試算 

生活娯楽関連サービスや「運輸業，郵便業」において、2015 年基準と比較して、2020 年

単年で設定したウェイトが大きく減少していることが確認できる。 

延長産業連関表が 2020 年までしか整備されていないため 2021 年以降の推移については

確認することができないが、第３次産業活動指数の原指数と 2015 年基準ウェイトとを用い

て算出したウェイトと同様に、生活娯楽関連サービスや「運輸業，郵便業」については、2022

年以降、回復すると考えられる。 

他方、2019-2020年平均、2018-2020年平均で設定したウェイトでは、2015年基準からの

乖離がやや小さくなることがうかがわれ、平均処理を行うことで感染症拡大の影響を緩和で

きることが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

6 

 

図４ 産業連関表及び経済センサスを用いたウェイトの試算結果 

（第３次産業総合及び主要 11業種） 

 

b)第３次産業活動指数の 2015年基準ウェイトと原指数を用いたウェイトの試算 

「生活娯楽関連サービス」のウェイトが最も大きな変化となっている。当該業種では、2019

年から 2020 年にかけて大きく減少し、2020 年から 2021 年は微減となっているが、2021 年

から 2022年にかけては増加している。「運輸業，郵便業」についても同様に、2020、2021年

に減少した後、2022年に若干増加している。ただし、その他の系列については、2020と 2021

年に急激な変化は確認できない。 

以上のことから、一部の業種では、2020 年にウェイトが大きく減少しているが、2022 年

には回復してきており、2020 年の状況は、感染症拡大の影響による特異な状況にあったと

考えられ、2020 年の付加価値額のみで作成するウェイトでは、感染症拡大の影響からの回

復後の産業構造を正しく反映できていない可能性が高いと考えられる。 
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図５ 第３次産業活動指数の原指数と 2015年基準ウェイトを用いたウェイトの試算結果 

 

c)2020年基準における基準数量の作成方法 

（検討内容） 

第３次産業活動指数・実数（月次）について、2018年から 2021年までの年平均値を算出

した上で、①「2019年単年の月平均値」、②「2020年単年の月平均値」、③「2019・2020年

の月平均値」、④「2018・2019・2020年の月平均値」の 4パターンで末端系列での基準数量

の試算を行った。また、これら 4 パターンの基準数量について、2015 年基準における基準

数量と 2020年単年で設定した基準数量の比較を行い、特に変化の大きな系列を確認した。 

 

（検討結果） 

2015 年基準からの変化が特に大きな末端系列に関する試算結果において、もっとも大き

く減少した系列は、ゴルフ関連の系列で、2020年単年で設定した基準数量は「0」となって

いる。基準数量が 0になると、原指数が計算できないという大きな問題が発生する。 

このほか、海外旅行（-85.9％）、ボクシング（-83.3％）、プロ野球（-80.2％）、国際航空

旅客運送業（-75.6％）等、生活娯楽関連サービス及び「運輸業，郵便業」に含まれる末端

系列において大幅な基準数量の減少が発生している。 

2020年において基準数量が大幅に減少した系列に関し、2019-2020年平均と 2018-2020年
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平均で基準数量を設定した場合に、どの程度変化を和らげることができるのかを確認した。 

その結果、2020年単年で 80%ほど減少する系列では、2019-2020年平均とすることで 30～

50％程度の減少に、2018-2020年平均とすることで 20～35％程度の減少に変化を和らげられ

ることが確認できた。 

 

図６ 特に変化が大きかった系列の基準数量（2015年=100）の比較 

 

①2019年平均

2015年=100 2015年=100
2015年からの

変化率
2015年=100

2015年からの

変化率
2015年=100

2015年からの

変化率

DKEB250I ゴルフ 109.7 0 -100.0% 54.9 -45.2% 69.9 -30.1%

DKDA200I 海外旅行 89.1 14.1 -85.9% 51.6 -48.4% 65.5 -34.5%

DKEB220I ボクシング 86.3 16.7 -83.3% 51.5 -48.5% 64.2 -35.8%

DKEB230I プロ野球 109.3 19.8 -80.2% 64.6 -35.5% 78.0 -22.0%

DCAE110I 国際航空旅客運送業 131.1 24.4 -75.6% 77.8 -22.3% 95.3 -4.7%

②2020年平均 ③2019-2020年平均 ④2018-2020年平均

品目番号 品目名称
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d)2020 年基準におけるウェイト及び基準数量を用いた指数計算の考え方及び指

数作成方法 

（検討内容） 

試算したウェイト及び基準数量を用いて、2020 年基準における原指数の試算

を行い、その試算結果から 2020年基準として適切な基準年の設定方法に関する

検討を行った。 

ここで、ウェイトと基準数量ともに①「2020年単年」、②「2019年単年」、③

「2019-2020年平均」、④「2018-2020年平均」の４パターンをそれぞれ試算して

いることから、2020年基準原指数の試算における基準年の設定方法は最大で 16

パターン想定されるが、ウェイトと基準数量の基準年が同一でないと系列によ

っては、指数値にゆがみが生じる可能性があるため、ウェイトと基準数量の基準

年設定方法を同一期間とした４パターンで試算を行った。 

 

（検討結果） 

第３次産業総合では、基準年設定方法による違いはあまり大きくないが、「運

輸業，郵便業」、「卸売業」、「物品賃貸業（自動車賃貸業を含む）」、「生活娯楽関

連サービス」等においては、基準年設定の違いによる原指数の相違が比較的大き

く表れている結果となった。 
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図７ 2020 年単年による試算結果において変化が大きくなる系列 

（卸売業の例） 

 

ただし、全ての末端系列に対して①2015年基準、②2019 年単年、③2020 年単

年、④2019-2020年平均、⑤2018-2020年平均の５パターンで試算を行ったとこ

ろ、2019年から 2020年にかけて大きく原指数が変化した系列のほかに、ほぼト

レンドに沿った動きで推移した（感染症拡大の影響を比較的受けなかったと考

えられる）系列が見受けられた。このトレンドに沿った動きとなっている系列に

ついては、2020 年時点の感染症拡大の影響を比較的受けていない正常な付加価

値額となっていると考えられる。これらの系列に対しては、感染症拡大の影響を

緩和するための措置により、2020 年値から極端に変化する補正は行うべきでは

ない。2020年の付加価値額が正常値である場合には、2015年からのトレンドに

沿った動きとなっていることから、2018-2020年平均値が 2019-2020年平均値よ

りも 2020年単年値から乖離した値となる。一方、2020年の付加価値額が異常値

である場合には、2019 年まではトレンドに沿った動きが継続していたと考えら

れることから、2019-2020年平均値の方が、2020年単年値よりも正常値に近い値

となる。 
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図８ トレンドに沿った動きになっていると思われる末端系列（新聞業の例） 

 

また、他統計における対応を確認すると、2020年基準改定に対し、「2020年単

年」で対応している統計と「2019-2020年平均」で対応している統計が存在した。

なお「2019-2020年平均」で対応している統計は、消費者物価指数、企業物価指

数、企業向けサービス価格指数等の物価統計となっていた。 

感染症拡大の影響を適度に緩和することが期待できること、他統計の対応と

揃った対応となること、特に物価統計において採用されている基準年設定であ

りデフレータ作成などの面で円滑な作業が期待できること等の理由から、2020

年基準改定における基準年は「2019-2020年平均」とすることが望ましいと考え

る。 

 

② 季節調整方法の検討 

ⅰ）季節調整の計算に使用するデータの期間 

（検討内容） 

一般的には、季節調整の計算に使用するデータの期間を長期化すると、安定し

た季節調整値となると考えられているところ、実際に、現行の 10年間から 12年

間へと季節調整期間を延長した場合にどのような変化が生じるかについて、①

年間補正による影響の低減、②季節調整対象の全期間での安定性の確保、③各系
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列の直近（末端）における安定性の確保などの観点から確認・評価を実施した。 

 

図９ 年間補正シミュレーションと評価 

 

図 10 安定性評価の検討 
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図 11 末端系列での確定値の評価 

 

（検討結果） 

現行の 10年間から 12年間へと季節調整期間を延長した場合の影響について、

①年間補正による影響の低減、②季節調整対象の全期間での安定性の確保、③各

系列の直近（末端）における安定性の確保などの観点から確認・評価を実施した

結果、全ての観点において、12年の方が、10年よりも望ましいとの評価であっ

た。 

また、感染症拡大の影響を大きく受けた「生活娯楽関連サービス」の末端系列

では、10年よりも 12年とする方が、概ね安定する系列が多い点からも、12年と

する方が望ましいとの結果であった。この点については、データ期間を長く確保

できることで感染症拡大の影響を受けていない過去の期間を長く取り込めるこ

とが、安定性に寄与していると考えられる。 

このため、2020年基準改定では、季節調整の計算に使用するデータ期間を 12

年とすることが妥当であると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

確定値期間①： 2020年12月まで

期間②： 2021年12月まで

期間③： 2022年12月まで

確定値

確定値

暫定値

暫定値

暫定値

2020年 2021年

比較対象

2022年

比較対象

確定値について、より季節調整値が安定すると思われる翌年の同期間の季
節調整値との比較を行い、乖離幅を確認する。



 

14 

 

図 12 年間補正による変動の評価指標（データ期間 10年と 12年の比較） 

 

図 13 安定性の評価指標（データ期間 10年と 12年の比較） 

 

 

 

 

 

 

 

季節調整値の変化率
季節調整値の

前月比変化率の変化

期間10年の方が変化の平均が小さい系列数 141 134

期間12年の方が変化の平均が小さい系列数 173 180

季節調整値の変化率
季節調整値の

前月比変化率の変化

期間10年の方が不安定な月数の割合が低い系列数 59 70

期間12年の方が不安定な月数の割合が低い系列数 67 89

季節調整値の変化率

（閾値：15％）

季節調整値の

前月比変化率の変化

（閾値：35％）

不安定な月数の割合が閾値を超える系列数（期間10年） 102 76

不安定な月数の割合が閾値を超える系列数（期間12年） 101 72

季節調整値の変化率
季節調整値の

前月比変化率の変化

期間10年の方が変化の平均が小さい系列数 90 77

期間12年の方が変化の平均が小さい系列数 224 237

季節調整値の変化率
季節調整値の

前月比変化率の変化

期間10年の方が不安定な月数の割合が低い系列数 53 73

期間12年の方が不安定な月数の割合が低い系列数 128 141

季節調整値の変化率

（閾値：15％）

季節調整値の

前月比変化率の変化

（閾値：35％）

不安定な月数の割合が閾値を超える系列数（期間10年） 56 33

不安定な月数の割合が閾値を超える系列数（期間12年） 54 20



 

15 

 

図 14 末端系列における安定性の評価 

 

ⅱ）検討するスペックの範囲 

（検討内容） 

第３次産業活動指数の系列のうち季節調整が行われている 404 系列を対象と

して、次数（ｐ,ｑ,Ｐ,Ｑ）を０か１か２に、階差（ｄ,Ｄ）を１に設定した 81

通りのＡＲＩＭＡモデル、2015年基準の季節調整において採用されている 14パ

ターンのオプションを組み合わせた 1,134 通りの季節調整を実行し、絞り込み

が有効と思われる検討範囲についての確認を行った。なおＡＲＩＭＡモデルに

ついては非混合モデルに限定する絞込みも想定可能ではあるが、検討作業とし

ては絞り込みを行わず、設定可能な全ての組合せに対する試算を行った。 

 

 

 

 

 

 

季節調整値の

変化率

季節調整値の

前月比変化率

の変化

季節調整値の

変化率

季節調整値の

前月比変化率

の変化

期間10年の方が変化の平均が小さい系列数 131 141 158 149

期間12年の方が変化の平均が小さい系列数 183 173 155 164

季節調整値の

変化率

季節調整値の

前月比変化率

の変化

季節調整値の

変化率

季節調整値の

前月比変化率

の変化

期間10年の方が不安定な月数の割合が低い系列数 41 38 51 65

期間12年の方が不安定な月数の割合が低い系列数 56 65 43 47

季節調整値の

変化率

（閾値：

15％）

季節調整値の

前月比変化率

の変化

（閾値：

35％）

季節調整値の

変化率

（閾値：

15％）

季節調整値の

前月比変化率

の変化

（閾値：

35％）

不安定な月数の割合が閾値を超える系列数（期間10年） 91 66 81 59

不安定な月数の割合が閾値を超える系列数（期間12年） 81 57 83 66

（2020年） （2021年）

（2020年） （2021年）

（2020年） （2021年）
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図 15 検討するＡＲＩＭＡモデルの型 

 

図 16 オプション一覧 

 

（検討結果） 

a)ＡＲＩＭＡモデルの選択 

業務効率化の観点も含めて、非混合モデルに限定した運用とすることの検討

を想定していたが、混合モデルと部分混合モデルが選定されても、収束しないケ

ースはほとんど発生しないと考えられることや、仮に収束しない場合でも、それ

# オプションの種類 使用している変数 採用している系列例

1 オプション無し 無し 情報通信業

2 2曜日調整 td1nolpyear 道路旅客運送業

3 2曜日＋閏年 td1nolpyear, lpyear 鉄道業

4 2曜日＋祝祭日 td1nolpyear, holi2 ガス業

5 2曜日＋閏年＋祝祭日 td1nolpyear, lpyear, holi2 対個人サービス業

6 7曜日調整 tdnolpyear インターネット付随サービス業

7 7曜日＋閏年 tdnolpyear, lpyear 道路貨物運送業

8 7曜日＋祝祭日 tdnolpyear, holi7 事業者向け関連サービス

9 7曜日＋閏年＋祝祭日 tdnolpyear, lpyear, holi7 運輸業、郵便業

10 月の長さ lom 電気・ガス・熱供給・水道業

11 td（月の長さ＋曜日調整） td 水道業

12 td（月の長さ＋曜日調整）＋祝祭日 td, holi7 熱供給業

13 td1coef（曜日調整＋閏年調整） td1coef 航空運輸業

14 td1coef（曜日調整＋閏年調整）＋祝祭日 td1coef, holi2 金融業、保険業

(0,1,0) (0,1,1) (0,1,2) (1,1,0) (1,1,1) (1,1,2) (2,1,0) (2,1,1) (2,1,2)

(0,1,0) 非混合 非混合 非混合 非混合 混合 混合 非混合 混合 混合

(0,1,1) 非混合 非混合 非混合 非混合 部分混合 部分混合 非混合 部分混合 部分混合

(0,1,2) 非混合 非混合 非混合 非混合 部分混合 部分混合 非混合 部分混合 部分混合

(1,1,0) 非混合 非混合 非混合 非混合 部分混合 部分混合 非混合 部分混合 部分混合

(1,1,1) 混合 部分混合 部分混合 部分混合 混合 混合 部分混合 混合 混合

(1,1,2) 混合 部分混合 部分混合 部分混合 混合 混合 部分混合 混合 混合

(2,1,0) 非混合 非混合 非混合 非混合 部分混合 部分混合 非混合 部分混合 部分混合

(2,1,1) 混合 部分混合 部分混合 部分混合 混合 混合 部分混合 混合 混合

(2,1,2) 混合 部分混合 部分混合 部分混合 混合 混合 部分混合 混合 混合

通
常
A
R
IM
A
（
p
,d
,q
）

季節ARIMA（P,D,Q）
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以外の他の季節調整スペックを選定すれば良いと思われることなどから、現時

点では、原則、81 通りのＡＲＩＭＡモデルからの選択をベースとした運用を行

うことが適当であると考えられる。 

 

b)オプションの設定 

オプションに関しては、現行の 2015 年基準では、季節調整において 14 パタ

ーンのオプションが設定されているところであるが、td 及び td1coef による調

整は、閏年効果がない系列に対して下方スパイクを生じさせ、閏年効果が認めら

れる系列に対しても、過剰な補正による下方スパイクを生じさせることが確認

できたため、td 及び td1coef を除いたパターンにて実施する方法には、一定の

合理性があると考えられる。 

また、tdnolpyearや td1nolpyearを用いる季節調整の場合には、lpyearを加

えても、推定に悪影響を及ぼさない可能性が高いことが確認されたため、lpyear

を指定する要件を必須とする対応にも、一定の合理性があると考えられる。 

このため、業務効率化の観点からも、2020 年基準のオプション設定の検討に

当たっては、パターン数（６オプション）を基本として実施することには、一定

の合理性があると考えられる。 

 

図 17 2015 年基準で採用されているパターンの絞り込み候補 

 

# オプションの種類 使用している変数 10パターン 6パターン

1 オプション無し 無し ○ ○

2 2曜日調整 td1nolpyear ○

3 2曜日＋閏年 td1nolpyear, lpyear ○ ○

4 2曜日＋祝祭日 td1nolpyear, holi2 ○

5 2曜日＋閏年＋祝祭日 td1nolpyear, lpyear, holi2 ○ ○

6 7曜日調整 tdnolpyear ○

7 7曜日＋閏年 tdnolpyear, lpyear ○ ○

8 7曜日＋祝祭日 tdnolpyear, holi7 ○

9 7曜日＋閏年＋祝祭日 tdnolpyear, lpyear, holi7 ○ ○

10 月の長さ lom ○ ○

11 td（月の長さ＋曜日調整） td

12 td（月の長さ＋曜日調整）＋祝祭日 td, holi7

13 td1coef（曜日調整＋閏年調整） td1coef

14 td1coef（曜日調整＋閏年調整）＋祝祭日 td1coef, holi2
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ⅲ）季節調整スペックの決定方法 

（検討内容） 

一般的に、季節調整スペックを決定する場合には、ＡＩＣ（Akaike Information 

Criterion）かＢＩＣ（Bayesian Information Criterion）を用いて、最良と考

えるスペックを判定している。第３次産業活動指数については、現行は、ＡＩＣ

を採用しており、その基準を用いて各系列の季節調整スペックを決定している

ところ、2020 年基準改定に際して、ＡＩＣとＢＩＣのどちらの基準を用いるの

がより適当であるかを一概に決定することは難しいものの、季節調整を行って

いない系列及び重複系列を除く 314系列（統合系列を含む）を対象として、ＡＩ

ＣとＢＩＣの両方を用いた試算を行うことで、その傾向的な特徴などを確認す

る中で、どちらの基準を用いて実施することがより効果的であるかの整理を行

った。なお、原指数の対象期間は、2011 年１月～2022 年 12 月までの 12 年間

（144カ月間）に設定した。 

また、季節調整スペックの決定に当たっては、本来、異常値の設定が重要な要

素となるところではあるが、現行の運用では、X-12-ARIMA の自動検出機能を用

いた処理を行うこととしており、当該調査研究の対象外と整理されていること

から、異常値の設定については、詳細な検討を行っていない。 

 

（検討結果） 

a)最良スペックの決定基準 

試算した 314系列（*）の中で、ＡＩＣで最良のスペックとＢＩＣで最良のス

ペックが同一の系列は、164 系列（51%）であったことから、どちらの基準を採

用しても、多くの系列で一致することが確認できた。特に、第３次産業総合と主

要 11業種の多くの系列で、ＡＩＣで最良のスペックとＢＩＣで最良のスペック

が同一となる傾向が確認できた。 

また、ＡＩＣで最良のスペックとＢＩＣで最良のスペックが、現行の 2015年

基準でのスペックとは、ほとんどが異なるスペックとなっていることから、ほと

んどの系列で季節パターンに構造的な変化が生じていることがうかがえる。 

なお、各系列でそれぞれ 1,134通りの季節調整結果について、ＡＩＣとＢＩＣ
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に着目して、採用可能性の高い系列として、①ＡＩＣ上位 10位のスペック、②

ＢＩＣ上位 10位のスペック、③ＡＲＩＭＡモデルやオプションの有意性を考慮

した場合のＡＩＣで最良スペック、④ＡＲＩＭＡモデルやオプションの有意性

を考慮した場合のＢＩＣで最良のスペックを整理した。有意性を考慮したケー

スについては、ＡＲＩＭＡモデルと各オプションに対する t値が全て２（X-12-

ARIMA の Automdl 機能において各回帰変数の採否判定基準である t 値 1.96 に近

似した値として採用）を超えているスペックのうち、ＡＩＣまたはＢＩＣが最良

となったものを選択した。 

（*）：404系列のうち原系列がまったく同じ系列を１つの系列としてカウントしている。 

全てのＡＲＩＭＡモデルとオプションが有意であるスペックの中からＡＩＣ

かＢＩＣが最良のスペックを選択する場合には、全体でのＡＩＣで最良または

ＢＩＣで最良とは異なるスペックが選択されるケースは多い。 

ここでは、有意であることを考慮して選択したスペックが、全体のＡＩＣやＢ

ＩＣでは何位に該当しているかを確認し、有意を要件とすることがスペック選

択に与える影響を確認した。 

その結果、全体でのＡＩＣとＢＩＣの順位は、ともに概ね上位に集中している

ことが確認できる。全体のＡＩＣ１位のスペックの中で、採用パラメータが有意

だったものは 179 系列であり、全体のＢＩＣ１位のスペックの中で、採用パラ

メータが有意だったものは 204 系列であり、ＢＩＣの方がより良好な結果であ

った。また、採用パラメータが有意であると判断する基準について、これまで t

値の絶対値が 2.00 以上であったものを 3.89 以上へとより厳格な設定に変更す

ると、全体のＡＩＣで１位のスペックの中で、採用パラメータが有意であったも

のは 85系列であり、全体のＢＩＣで１位のスペックの中で、採用パラメータが

有意であったものは 105系列であり、ＢＩＣの方がより良好な結果であった。 

他方で、厳格な設定に変更した場合には、より順位の低いスペックが選択され

るケースが多くなり、特にＡＩＣについては、200位以下となるスペックが選択

されるケースが増加することが確認できる。 

このため、2020 年基準改定においては、各系列の季節調整スペックの決定に

際して、ＡＩＣよりもＢＩＣを採用する方が、採用パラメータの有意性について、
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全体としてより良好な結果を得られることが見込まれ、ＢＩＣを採用すること

に、一定の合理性があると考えられる。 

 

b)季節調整スペックの決定手順 

スペックの決定方法に関しては、想定される全てのパターンの季節調整を実

行し、ＡＩＣやＢＩＣを基準に最良のスペックを選定する方法と、エアラインモ

デル(０ １ １) (０ １ １)を用いて計算量の合理化を図る方法の２種類が考え

られる。 

全てのパターンを計算する方法では、ＡＲＩＭＡモデル・81通り×14オプシ

ョンで 404 系列の計算を行うと、作業環境にもよるが、相当な計算時間が必要

となることから、対象オプション数の削減などを併せて実施するとともに、エア

ラインモデルを用いる方法を採用する方が現実的であると考えられる。 

そこで、以下の手順により選定されるスペックと、全パターンを計算する手順

で求めたＡＩＣ最良やＢＩＣ最良として選定されたスペックとの比較を行った。 

 

（Ⅰ）各系列に対し、異常値検出は自動検出に設定した上で、ＡＲＩＭＡモデル

81通りとオプション 14通りとの全ての組み合わせでの計算結果により、ＡＲＩ

ＭＡのエアラインモデル(０ １ １) (０ １ １)を用いた 14 通りの計算結果を

抽出し、その中でのＡＩＣ又はＢＩＣ最良のオプションを定める。 

 

（Ⅱ）（Ⅰ）で定めたオプションを用いたＡＲＩＭＡモデル 81 通りの計算結果

を全ての組み合わせでの計算結果から整理し、ＡＩＣ又はＢＩＣ最良となるＡ

ＲＩＭＡモデルを各系列のＡＲＩＭＡモデルとして特定する。 

 

（Ⅲ）（Ⅰ）及び（Ⅱ）の手順で選定したスペックが、全ての組み合わせでの計

算結果のうちＡＩＣ及びＢＩＣで何番目に位置しているか、ＡＩＣ最良のオプ

ションと比べてＡＩＣの大きさがどれほど異なるかを確認するとともに、主要

な 14系列において実際の季節調整値の状況を確認する。 
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この結果、エアラインモデルを用いた手順によって選定されたスペックで、全

パターンでの計算結果の中で上位 10 位までに入った系列数が、ＡＩＣでは 190

系列（約 61%）となり、ＢＩＣでは 235系列（約 75%）となった。ここで、ＡＩ

Ｃの差が 1 以内となった系列は、全 314 系列のうち、60 系列（約 19%）であっ

た。また、上記のうち、最良スペックと一致した系列数は、ＡＩＣでは 54系列

（約 17%）となり、ＢＩＣでは 93系列（約 30%）となった。なお、主要 14系列

について、 ＢＩＣで選定したスペックの季節調整値が、他の季節調整値と乖離

する様子は見られなかったことから、ＢＩＣでスペックを選定する場合には、エ

アラインモデルを用いた手順を採用しても、全パターンを計算する手順による

結果と概ね近い結果を得ることができると考えられる。 

このため、業務効率化の観点から、対象オプション数の削減などを併せて実施

（６オプションを基本として実施）するとともに、エアラインモデルを用いた手

順を採用しても、概ね良好な結果が得られることが見込まれ、それを採用するこ

とには一定の合理性があると考えられる。 

また、エアラインモデルを用いる方法の場合には、全パターンでの計算結果の

中で上位となる割合などの結果を見ると、ＡＩＣよりもＢＩＣの方が、良好な結

果であることを確認できたことから、同手順を採用する場合には、ＢＩＣを採用

することに、一定の合理性があると考えられる。 

 

図 18 全てのパターンを計算する方法の作業手順 

 

①全パターンの計算

②各系列における

採用スペックの決定

◼ 下記設定による1134通りの季節調整を、全系列（404系列）について計算→458,136/ 327,240/ 196,344通りの計算を実行

⚫ ARIMAモデル：通常ARIMA及び季節ARIMAともに、1階差（d,D=1）及び0,1,2次数（p,q,P,Q）をとる81通り

⚫ オプション ： 14パターン（2015年基準の季節調整において採用されているパターン）
： 10パターン（td、td1coefを含むオプションを落としたパターン）
： 06パターン（曜日調整オプションをlpyearを含むものに限定したパターン）

⚫ 異常値：X-12 ARIMAによる自動設定

◼ 下記のいずれかの基準により各系列における採用スペックを決定

⚫ AICが最良となるスペック

⚫ BICが最小となるスペック

⚫ すべての変数が有意なスペックの中でAICが最小のもの

⚫ すべての変数が有意なスペックの中でBICが最小のもの

いずれかを選択

いずれかを選択
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図 19 エアラインモデルを経由し計算量を削減した方法の作業手順 

 

①仮異常値の設定

②仮異常値の下での

オプション選定用計算

◼ 下記設定による季節調整を全系列（404系列）について計算（404通り）し、各系列に対し「仮の異常値」を設定

⚫ ARIMAモデル：エアラインモデル（011）（011） （1通り）

⚫ オプション：曜日調整、うるう年調整および祝祭日調整をすべて採用（1パターン）

⚫ 異常値：X-12 ARIMAによる自動設定

◼ 下記設定による季節調整を全系列（404系列）について計算（ 5,656 / 4,040 / 2,424通り）

⚫ ARIMAモデル：エアラインモデル（011）（011） （1通り）

⚫ オプション ： 14パターン（2015年基準の季節調整において採用されているパターン）
： 10パターン（td、td1coefを含むオプションを落としたパターン）
： 06パターン（曜日調整オプションをlpyearを含むものに限定したパターン）

⚫ 異常値：仮の異常値

③オプションの決定

◼ ②の計算結果から下記のいずれかの基準により各系列におけるオプションを決定

⚫ AICが最良となるスペック

⚫ BICが最小となるスペック

⚫ すべての変数が有意なスペックの中でAICが最小のもの

⚫ すべての変数が有意なスペックの中でBICが最小のもの

④ARIMA次数の決定

◼ 下記設定による季節調整を全系列（404系列）について計算（32,724通り）

⚫ ARIMAモデル：通常ARIMA及び季節ARIMAともに、1階差（d,D=1）及び0,1,2次数（p,q,P,Q）をとる81通り

⚫ オプション： ③において選定されたオプション（1パターン）

⚫ 異常値： X-12 ARIMAによる自動設定

◼ ③の検討に採用した判定基準を用い、最良のARIMA次数を決定

いずれかを選択

いずれかを選択


